


5. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 5,619 　 　 2,646 　 　 3,356 　

　２　受取手形 ※4,6 　 223 　 　 429 　 　 279 　

　３　売掛金 　 　 8,953 　 　 9,872 　 　 9,152 　

　４　有価証券 　 　 200 　 　 ─ 　 　 ─ 　

　５　たな卸資産 　 　 4,775 　 　 3,896 　 　 4,342 　

　６　前払費用 　 　 ─ 　 　 168 　 　 158 　

　７　未収金 ※５ 　 3,621 　 　 367 　 　 835 　

　８　短期貸付金 　 　 467 　 　 ─ 　 　 ─ 　

　９　その他 　 　 188 　 　 53 　 　 301 　

　　　貸倒引当金 　 　 △93 　 　 △1,245 　 　 △249 　

　　流動資産合計 　 　 23,955 59.3 　 16,189 50.1 　 18,177 53.0

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１,2 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 885 　 　 797 　 　 826 　

　　(2) 工具器具及び備品 　 　 214 　 　 153 　 　 121 　

　　(3) 土地 　 　 1,301 　 　 1,277 　 　 1,277 　

　　(4) その他 　 　 38 　 　 32 　 　 30 　

　　　　　 計 　 　 2,439 6.0 　 2,260 7.0 　 2,256 6.5

　２　無形固定資産 　 　 139 0.3 　 114 0.4 　 118 0.3

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 408 　 　 464 　 　 498 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 12,718 　 　 12,461 　 　 12,521 　

　　(3) 長期貸付金 　 　 599 　 　 ─ 　 　 ─ 　

　　(4) 関係会社
　　　　長期貸付金 　 　 　　 ─ 　 　 500 　 　 500 　

　　(5) 従業員に対する
　　　　長期貸付金 　 　 ─ 　 　 93 　 　 93 　

　　(6) 破産更生債権等 　 　 3,857 　 　 216 　 　 216 　

　　(7) 長期前払費用 　 　 ─ 　 　 40 　 　 22 　

　　(8) その他 　 　 165 　 　 158 　 　 140 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △3,858 　 　 △216 　 　 △217 　

　　　　　 計 　 　 13,892 34.4 　 13,717 42.5 　 13,776 40.2

　　固定資産合計 　 　 16,471 40.7 　 16,093 49.9 　 16,151 47.0

　　資産合計 　 　 40,427 100.0 　 32,283 100.0 　 34,329 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※６ 　 2,735 　 　 1,703 　 　 1,592 　

　２　買掛金 　 　 4,480 　 　 3,940 　 　 4,110 　

　３　短期借入金 ※２ 　 10,985 　 　 9,516 　 　 8,938 　

　４　一年内に返済
　　　予定の長期借入金

※２ 　 1,083 　 　 366 　 　 583 　

　５　一年内に償還
　　　予定の社債 　 　 ─ 　 　 500 　 　 ─ 　

　６　未払金 　 　 905 　 　 500 　 　 766 　

　７　未払法人税等 　 　 40 　 　 42 　 　 54 　

　８　未払費用 　 　 598 　 　 558 　 　 746 　

　９　預り金 　 　 49 　 　 59 　 　 47 　

１０　賞与引当金 　 　 318 　 　 344 　 　 286 　

１１　製品保証引当金 　 　 101 　 　 80 　 　 94 　

１２　返品調整引当金 　 　 214 　 　 99 　 　 162 　

１３　その他 　 　 ─ 　 　 7 　 　 ─ 　

　　流動負債合計 　 　 21,513 53.2 　 17,721 54.9 　 17,384 50.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 500 　 　 ─ 　 　 500 　

　２　長期借入金 ※２ 　 5,316 　 　 4,946 　 　 5,046 　

　３　繰延税金負債 　 　 17 　 　 39 　 　 54 　

　４　退職給付引当金 　 　 7,035 　 　 7,050 　 　 6,998 　

　５　その他 　 　 8 　 　 6 　 　 6 　

　　固定負債合計 　 　 12,878 31.9 　 12,042 37.3 　 12,604 36.7

　　負債合計 　 　 34,392 85.1 　 29,764 92.2 　 29,989 87.4
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 5,773 14.3 　 ― ― 　 5,773 16.8

Ⅱ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　1　中間未処分利益
又は当期
未処理損失(△)

　 　 299 　 　 ― 　 　 △1,445 　

　　利益剰余金合計 　 　 299 0.7 　 ― ― 　 △1,445 △4.2

Ⅲ　その他有価証券
　　評価差額金 　 　 22 0.1 　 ― ― 　 78 0.2

Ⅳ　自己株式 　 　 △61 △0.2 　 ― ― 　 △66 △0.2

　　資本合計 　 　 6,034 14.9 　 ― ― 　 4,339 12.6

　　負債資本合計 　 　 40,427 100.0 　 ― ― 　 34,329 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 5,773 17.9 　 ― 　

　２　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 　 ― 　 　 △3,240 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 △3,240 △10.1 　 ― 　

　３　自己株式 　 　 ― 　 　 △71 △0.2 　 ― 　

　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 2,460 7.6 　 ― 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金 　 　 ― 　 　 57 　 　 ― 　

　　評価・換算差額等
　　合計 　 　 ― 　 　 57 0.2 　 ― 　

　　純資産合計 　 　 ― 　 　 2,518 7.8 　 ― 　

　　負債純資産合計 　 　 ― 　 　 32,283 100.0 　 ― 　
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 31,541 100.0 　 24,520 100.0 　 62,079 100.0

Ⅱ　売上原価
※５
　

　 25,609 81.2 　 19,981 81.5 　 51,518 83.0

Ⅲ　返品調整引当金繰入額
　　又は返品調整引当金
　　戻入額(△)

　 　 214 0.7 　 △64 △0.3 　 △112 △0.2

　　　売上総利益 　 　 5,717 18.1 　 4,602 18.8 　 10,673 17.2

Ⅳ　販売費及び一般管理費
※５
　

　 4,894 15.5 　 4,850 19.8 　 9,472 15.3

　　　営業利益又は　　
　　　営業損失(△) 　 　 822 2.6 　 △247 △1.0 　 1,201 1.9

Ⅴ　営業外収益 ※１ 　 223 0.7 　 212 0.9 　 607 1.0

Ⅵ　営業外費用 ※２ 　 681 2.1 　 647 2.6 　 1,366 2.2

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△) 　 　 365 1.2 　 △682 △2.7 　 442 0.7

Ⅶ　特別利益 ※３ 　 3,231 10.2 　 4 0.0 　 3,271 5.3

Ⅷ　特別損失 ※4,6 　 2,964 9.4 　 1,121 4.6 　 4,834 7.8

　　　税引前中間純利益
　　　又は税引前中間
　　　(当期)純損失(△)

　
　

　 633 2.0 　 △1,799 △7.3 　 △1,120 △1.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税 　 　 △5 △0.0 　 △3 △0.0　

△14
　

△0.0
　

　　　中間純利益又は中間
　　　(当期)純損失(△) 　 　 638 2.0 　 △1,795 △7.3 　 △1,106 △1.8

　　　前期繰越損失 　 　 338 　 　 ― 　 　 338 　

　　　中間未処分利益又は
　　　当期未処理損失(△) 　 　 299 　 　 ― 　 　 △1,445 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　
　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,773 △1,445 △66 4,261 78 4,339

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　中間純損失 　 △1,795 　 △1,795 　 △1,795

　自己株式の取得 　 　 △4 △4 　 △4

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 △20 △20

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― △1,795 △4 △1,800 △20 △1,821

平成18年９月30日残高(百万円) 5,773 △3,240 △71 2,460 57 2,518
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当社は、前事業年度において22,276

百万円の大幅な当期純損失を計上して

いる。当中間会計期間においては、638

百万円の中間純利益を計上したもの

の、前事業年度において策定した「中

期事業計画」の遂行途上にある。当該

状況により、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在している。

　

当社においては、当該状況を解消すべ

く希望退職等のリストラを実施し,平

成17年1月31日に発表した「中期事業

計画」を着実に実行し、収益構造の改

善・PC-ODD事業の収益改善・在庫管理

の徹底・欧州地域の事業改善および組

織執行体制の改善を図ると共に、取引

銀行との継続取引を始め、平成17年3

月30日付けでフェニックス・キャピタ

ル株式会社が運営するフェニックス・

キャピタル・パートナーズ・ワン投資

事業組合を引き受け先とする第三者割

り当て増資により100億円の資金調達

を行い、財務体質の改善を図った。　

これにより、中期事業計画達成に向け

ての主要事前施策は本年3月をもって

完了することができた。　

当中間会計期間においては、「会社の

対処すべき課題」に記載のとおり、ク

ロスファンクショナルチーム（CFT)が

発足され、中期事業計画達成の実行段

階にある。　

　中間財務諸表は継続企業を前提 と

して作成しており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表に反映して

いない。

当社は、平成17年3月期の事業年度

において22,276百万円の大幅な当期純

損失を計上し、同事業年度に策定した

「中期事業計画」の遂行途上にある

が、前事業年度において経常損益は黒

字化したものの多額の事業再構築費用

の追加発生により、引続き1,106百万

円の当期純損失を計上、当中間会計期

間は、主として周辺機器の主要部品で

ある光ピックアップの不具合による光

ドライブ新製品の開発中止に伴い経常

損益は682百万の赤字となり、ティア

ック オーストラリアPTY.,LTD.の売却

に伴う特別損失968百万円の計上によ

り、中間純損失は1,795百万となった。

当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。

　　

　当社においては、当該状況を解消す

べく希望退職等のリストラを実施し、

平成17年1月31日に発表した中期事業

計画を着実に実行し、収益構造の改

善・PC-ODD事業の収益改善・在庫管理

の徹底・欧州地域の事業改善および組

織執行体制の改善を図るとともに、取

引銀行との継続取引を始め、平成17年

3月30日付でフェニックス・キャピタ

ル株式会社が運営するフェニックス・

キャピタル・パートナーズ・ワン投資

事業組合を引き受け先とする第三者割

当増資により100億円の資金調達を行

い、財務体質の改善を図った。

　当中間会計期間においては、「2.経

営方針(5)会社の対処すべき課題」に

記載のクロスファンクショナルチーム

（CFT）による、各々の課題に対する

問題解決、アクションプランを現在実

行中である。また、当初は想定できな

かった損失を計上したティアック オ

ーストラリアPTY.,LTD.については、

平成18年10月31日に譲渡を完了し、前

述の光ドライブ関連の不具合について

は、他社との共同開発の推進により新

製品の開発、販売を開始している。

　中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成しており、このような重要な疑

義の影響を中間財務諸表に反映してい

ない。

　

当社は、前事業年度において22,276

百万円の大幅な当期純損失を計上し、

前事業年度に策定した「中期事業計

画」の遂行途上にあるが、当事業年度

において経常損益は黒字化したものの

多額の事業再構築費用の追加発生によ

り、引続き1,106百万円の当期純損失

を計上している。当該状況により、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存

在している。　

　　

　当社においては、当該状況を解消す

べく希望退職等のリストラを実施し,

平成17年1月31日に発表した中期事業

計画を着実に実行し、収益構造の改

善・PC-ODD事業の収益改善・在庫管理

の徹底・欧州地域の事業改善および組

織執行体制の改善を図ると共に、取引

銀行との継続取引を始め、平成17年3

月30日付でフェニックス・キャピタル

株式会社が運営するフェニックス・キ

ャピタル・パートナーズ・ワン投資事

業組合を引き受け先とする第三者割り

当て増資により100億円の資金調達を

行い、財務体質の改善を図った。

以上により、事業計画達成に向けての

主要事前施策は、前年3月をもって完

了することができた。　

　当事業年度においては、「第2. 事

業の状況 3.対処すべき課題」に記載

のとおり、クロスファンクショナルチ

ーム（CFT)が発足され、各々の課題に

対する問題解決、アクションプランの

立案を行い、現在実行中である。　

　財務諸表は継続企業を前提として作

成しており、このような重要な疑義の

影響を財務諸表に反映していない。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　 　 　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法に

よっている。

その他有価証券

時価のあるものは中間決算

日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)により、時価のないもの

は移動平均法による原価法

によっている。

子会社及び関連会社株式

同左

　

その他有価証券

①時価のあるもの

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産算入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

によっている。

　

子会社及び関連会社株式

同左

　

その他有価証券

①時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本算入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

によっている。

　

　(2) デリバティブ

時価法によっている。

　(2) デリバティブ

特例処理を採用している金利

スワップを除き、時価法によ

っている。

　(2) デリバティブ

同左

　(3) たな卸資産

移動平均法による低価法によ

っている。

　(3) たな卸資産

同左

　(3) たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

によっている。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。

建物及び構築物

３～50年

機械装置及び運搬具

４～11年

工具器具及び備品

２～10年

２　固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

によっている。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。

建物

３～50年

工具器具及び備品

４～15年

　
　

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(2) 無形固定資産

定額法を採用している。
なお、ソフトウェア(自社利用
分)については、社内利用にお
ける利用可能期間(５年)に基
づく定額法によっている。

　(2) 無形固定資産
同左

　(2) 無形固定資産

同左

　

　

　

　

　
　(3)  ─────────── 　(3) 長期前払費用

長期償却によっている。

　(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ている。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額のうち当中間会計期間負

担分を計上している。

　(2) 賞与引当金

同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支給に充てるため、支給見

込額に基づき計上している。

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。

なお、会計基準変更時差異に

ついては、12年による按分額

を費用処理し営業外費用に計

上している。

また、数理計算上の差異は定

率法(10年)により、過去勤務

債務は定額法(12年)により発

生会計年度より費用処理して

いる。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度に

おいて発生していると認めら

れる額を計上している。

なお、会計基準変更時差異に

ついては、12年による按分額

を費用処理し営業外費用に計

上している。

また、数理計算上の差異は定

率法(10年)により、過去勤務

債務は定額法(12年)により発

生事業年度より費用処理して

いる。

　(4) 返品調整引当金

製品の返品による損失に備え

るため、過去の返品実績率に

基づく返品損失見込額を計上

している。

　(4) 返品調整引当金

同左

　(4) 返品調整引当金

同左

　(5) 製品保証引当金

製品の保証期間内に係るアフ

ターサービスに要する費用の

支出に備えるため、過去の支

出実績に基づくアフターサー

ビス費用の今後の支出見込額

を計上している。

　(5) 製品保証引当金

同左
　

　(5) 製品保証引当金

同左

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準

同左

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理している。
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

５　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

５　リース取引の処理方法

  同左

５　リース取引の処理方法

  同左

６　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

原則として、繰延ヘッジ処理

によっている。

なお、振当処理の要件を満た

している為替予約及び通貨オ

プションについては、振当処

理によっている。

また、特例処理の要件を満た

している金利スワップについ

ては、特例処理によってい

る。

６　ヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

  同左

　
　

６　ヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

  同左
　

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替取引及び ヘッジ手段 ヘッジ手段

　　　　　  通貨オプション 同左　　　　　 同左　　　　　

　　　　　　取引 　　　　　　 　　　　　　

　　　　　　 金利スワップ

             取引
　 　　　　　　

ヘッジ対象　外貨建金銭債権 ヘッジ対象 ヘッジ対象

　　　　　　債務 同左　　　　　 同左　　　　　

　　　　　   借入金の金利 　 　　　　　

　③　ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務の為替リ

スクをヘッジするため、その

実需の範囲内において為替予

約取引及び通貨オプション取

引を利用している。

また、借入金の金利変動リス

クを回避するため、金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約ごと

に行っている。

　③　ヘッジ方針

 同左　　　　　 

　

　

　③　ヘッジ方針

 同左　　　　　 

　

　④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の時価変動額とヘ

ッジ手段の時価変動額との比

率によりヘッジ有効性の評価

を行っている。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

　

７　その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項

　①　消費税等の会計処理の方法

　税抜方式を採用している。

　②　連結納税制度の適用

当中間会計期間から連結納税

制度を適用している。

　

７　その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項

　①　消費税等の会計処理の方法

　同左

　②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用してい

る。

７　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　①　消費税等の会計処理の方法

　税抜方式

　②　連結納税制度の適用

当事業年度から連結納税制度

を適用している。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年4月1日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月1日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月1日
至　平成18年3月31日)

　 　 　

(固定資産の減損に係る会計基準)     ──────────── (固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会　平成14年

8月9日)及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用している。これにより税引前

中間純利益が81百万円減少してい

る。なお、減損損失累計額について

は改正後の中間財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。

　

　 　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年8月

9日)及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を

適用している。これにより税引前当

期純損失が105百万円増加している。

なお、減損損失累計額については改

正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。

　 　 　

(返品調整引当金)      ──────────── (返品調整引当金)

　従来、返品に伴う損失は、返品を

受けた期間にて計上していたが、前

下期に実施した財務リストラを契機

として計上方法を全般的に見直した

結果、より適正な期間損益計算を図

るとともに、財務内容のより一層の

健全化を図るため、当中間会計期間

より、過去の返品実績率に基づく返

品損失見込額を返品調整引当金とし

て計上する方法に変更している。

  この変更により、当期首にて変更

後の方法を適用した場合に計上され

るべき275百万円を特別損失に計上し

ている。この結果、従来の方法によ

った場合と比べ、差引売上総利益、

営業利益及び経常利益がそれぞれ60

百万円増加し、税引前中間純利益が

214百万円減少している。

　

　 　従来、返品に伴う損失は、返品を

受けた期間にて計上していたが、前

事業年度に実施した財務リストラを

契機として計上方法を全般的に見直

した結果、より適正な期間損益計算

を図るとともに、財務内容のより一

層の健全化を図るため、当事業年度

より、過去の返品実績率に基づく返

品損失見込額を返品調整引当金とし

て計上する方法に変更している。

この変更により、当期首にて変更後

の方法を適用した場合に計上される

べき275百万円を特別損失に計上して

いる。この結果、従来の方法によっ

た場合と比べ、差引売上総利益、営

業利益及び経常利益がそれぞれ112百

万円増加し、税引前当期純損失が162

百万円増加している。
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前中間会計期間

(自　平成17年4月1日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月1日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月1日
至　平成18年3月31日)

　 　 　

(たな卸資産の評価基準及び評価方

法)
     ──────────── (たな卸資産の評価基準及び評価方

法)

　従来、たな卸資産の評価基準及び

評価方法は移動平均法による原価法

であったが、上記の計上方法の全般

的な見直しに伴い、当中間会計期間

より移動平均法による低価法に変更

している。この変更による当中間会

計期間の損益に与える影響は軽微で

ある。

　 従来、当社は、たな卸資産の評価基

準及び評価方法は移動平均法による

原価法であったが、上記の計上方法

の全般的な見直しに伴い、当事業年

度より移動平均法による低価法に変

更している。この変更による当事業

年度の損益に与える影響は軽微であ

る。

　 　 　

(製品保証引当金)      ──────────── (製品保証引当金)
　従来、製品保証費用は支出時の費

用として計上していたが、上記の計

上方法の全般的な見直しに伴い、当

中間会計年度より過去の支出実績率

を基に計算したアフターサービス費

用の今後の支出見込額を製品保証引

当金として計上する方法に変更して

いる。この変更により、当期首にて

変更後の方法を適用した場合に計上

されるべき 119百万円を特別損失に

計上している。この結果、従来の方

法によった場合と比べ、営業利益及

び経常利益がそれぞれ17百万円増加

し、税引前中間純利益が101百万円減

少している。

　

　
　

　従来、製品保証費用は支出時の費

用として計上していたが、上記の計

上方法の全般的な見直しに伴い、当

事業年度年度より過去の支出実績率

を基に計算したアフターサービス費

用の今後の支出見込額を製品保証引

当金として計上する方法に変更して

いる。この変更により、当期首にて

変更後の方法を適用した場合に計上

されるべき 119百万円を特別損失に

計上している。この結果、従来の方

法によった場合と比べ、営業利益及

び経常利益がそれぞれ24百万円増加

し、税引前当期純損失が94百万円減

少している。

     ──────────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)
    ────────────

　 　当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第5号　平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

8号　平成17年12月9日）を適用して

いる。

　これまでの「資本の部」の合計に

相当する金額は2,518百万円である。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。　　　　　　　
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成17年4月1日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月1日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月1日
至　平成18年3月31日)

     ────────────
　

     ────────────

　

　

　

(損益計算書)

前事業年度まで営業外費用に計上し

ていた「退職給付債務変更時差異償

却費」は、科目を明瞭に表示するた

め、当期から「退職給付会計基準変

更時差異償却額」に表示を変更した。

前事業年度において、営業外収益の

「雑収入」に含めて表示していた「受

取地代家賃」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記し

た。なお、前事業年度における「受

取地代家賃」は79百万円である。

前事業年度まで「支払利息」に含め

て記載していた「社債利息」につい

て、科目を明瞭に表示するため、独

立科目で表示することに変更した。

なお、前事業年度の「支払利息」に

含まれていた「社債利息」は2百万円

である。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額

　

5,669百万円

　

4,754百万円

　

4,614百万円

※２　担保資産

①　現金及び
　　預金

②　有形固定
　　資産(財団
　　抵当含む)

　

40百万円

　

40百万円

　

40百万円

有形固定資産

建物

構築物

土地

合計

　

714百万円

9百万円

1,297百万円

2,021百万円

　

797百万円

9百万円

1,273百万円

2,080百万円

　

825百万円

8百万円

1,273百万円

2,108百万円

上記有形固定資

産のうち、工場

財団抵当に供し

ている資産

　　建物

　　構築物

　　土地

　　合計

　

　

　

　

351百万円

7百万円

437百万円

796百万円

　

　

　

　

480百万円

7百万円

437百万円

925百万円

　

　

　

　

498百万円

7百万円

437百万円

943百万円

③　投資有価証券

　

対応する債務

短期借入金

長期借入金

　

合計

106百万円

　

　

6,670百万円

4,950百万円

　

11,620百万円
　

117百万円

　

　

6,558百万円

4,946百万円

　

11,504百万円

139百万円

　

　

6,558百万円

4,946百万円

　

11,504百万円

保証債務

　

上記のうち工場

財団抵当に対応

する債務

短期借入金

長期借入金

　

合計

　　　　　　　　4百万円

　

　

　

　

6,670百万円

4,950百万円

　

11,620百万円

4百万円

　

　

　

　

6,558百万円

4,946百万円

　

11,504百万円

4百万円

　

　

　

　

6,558百万円

4,946百万円

　

11,504百万円
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前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※３　偶発債務

債務保証額

ティアック
アメリカINC.

(信用状開設
及び借入金)

ティアック
電子計測㈱

(割引手形
及び借入金)

　

　 　

4 百万円

(  38 千米ドル)

　 　

167 百万円

　

　 　

4 百万円

(　38 千米ドル)

　 　

― 百万円

　

　 　

4 百万円

   (  38 千米ドル)

　 　

― 百万円

※４　受取手形割引高 ― 百万円 99百万円 ― 百万円

　　　輸出手形割引高 3,125百万円 2,969百万円 3,244百万円

※５　消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費
税等は相殺の上、未収金に
含めて表示している。

仮払消費税等及び仮受消費
税等は相殺の上、未収金に
含めて表示している。

  ──────────
　

※６　中間期末日

満期手形の処理

  ──────────

　

　中間会計期間末日満期手
形の会計処理については、
満期日に決済が行われたも
のとして処理している。
　なお、当中間会計期間末
日が金融機関の休日であっ
たため、次の中間会計期間
末日満期手形が、中間会計
期間末残高から除かれてい
る。
受取手形　　　　32百万円
支払手形　　　 383百万円

  ──────────
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
  至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益の主

要項目

受取利息

受取配当金

為替差益

受取地代家賃

　

　

　　　 　　　　17百万円

　　　　　　 　27百万円

　　　　 　 　 92百万円

　　　　　　  ― 百万円

　　　　　 　　13百万円

　　　　　　   25百万円

　　　　　  　 27百万円

　　　　　　　 50百万円

　　　　　     56百万円

　　　　　　   34百万円

　　　　　　  288百万円

　　　　　　　105百万円

※２　営業外費用の主

要項目

支払利息

社債利息

手形売却損

たな卸資産

廃棄損

退職給付会

計基準変更時

差異償却額

              304百万円

              ― 百万円

              111百万円
           
               37百万円
             
　
              227百万円

              249百万円

                1百万円

              121百万円
　
               18百万円
　
          
              227百万円

              578百万円

                2百万円

              251百万円
　
               44百万円
　
　
              455百万円

※３　特別利益の主要

項目

固定資産
売却益

貸倒引当金
戻入益

前期損益
    修正益

子会社特別
    配当金

　

　

― 百万円

54百万円

687百万円

  2,490百万円

　

　

― 百万円

― 百万円

4百万円

― 百万円

　

　

91百万円

― 百万円

689百万円

2,490百万円

※４　特別損失の主要

項目

固定資産
    除却売却損

過年度特許権
　　実施料

子会社株式
　　評価損

貸倒引当金
　　繰入額

過年度製品
　　保証引当金
    繰入額

過年度返品
　　調整引当金
    繰入額

減損損失

企業年金基金
　　一括拠出金

貸倒損失

　

　

― 百万円

44百万円

2,322百万円

― 百万円

119百万円

275百万円

81百万円

― 百万円

― 百万円

　

　

― 百万円

13百万円

― 百万円

974百万円

― 百万円

― 百万円

25百万円

― 百万円

― 百万円

　

　

　

84百万円

44百万円

2,540百万円

104百万円

119百万円

275百万円

105百万円

197百万円

1,151百万円
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
  至　平成18年３月31日) 　

※５ 減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

　

48百万円

52百万円

　

48百万円

8百万円

　

112百万円

74百万円 　

　 　 　 　 　
※６ 減損損失　　 当事業年度において、当

社は以下の資産グループに
ついて減損損失を計上し
た。　　　　　

場所 東京都武蔵野市 　

用途 事業用資産 　

(減損損失の金額) 　

種類(百万円)　　　 　

工具器具備品等　 78

リース資産(器具備品) 3

計 81

当中間会計期間におい
て、当社は以下の資産グル
ープについて減損損失を計
上した。　　　　　

場所 東京都武蔵野市 　

用途 事業用資産 　

(減損損失の金額) 　

種類(百万円)　　　 　

工具器具備品等　 24

リース資産(器具備品) 0

計 25

　

当事業年度において、当
社は以下の資産グループに
ついて減損損失を計上し
た。　　　　　

場所 東京都武蔵野市 　

用途 事業用資産 　

(減損損失の金額) 　

種類(百万円)　　　 　

工具器具備品等　 101

リース資産(器具備品) 3

計 105

　 　

　

当社は、主に管理会計上
の事業別セグメントを基礎
として資産グルーピングを
行っており，遊休資産につ
いては、個々の資産毎に減
損の兆候を判定してい
る。 

低価格帯のオーディオ事
業については、当社単独で
の営業活動から生ずる損益
が継続してマイナスであり
早期の黒字化が困難と予想
されるため、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当
該減少額を特別損失に計上
した。

なお、回収可能額は合理
的見積りに基づく正味売却
価額により測定している。

　

　

同左 同左
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

  自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 420,127 29,259 ― 449,386

　
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　29,259株
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リース取引関係

　

半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。
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有価証券関係

前中間会計期間末、当中間会計期間末、前事業年度末の何れにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはない。
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１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。
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重要な後発事象

　 Ⅰ　前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

　

当社は、平成17年12月16日開催の取締役会において、下記のとおり当社100％子会社であるティアック電子計

測株式会社を吸収合併することを決議した。なお、ティアック電子計測株式会社との合併は「簡易合併」の手続

きにより行い、本合併に先立ち、ティアック電子計測株式会社は、債務超過を解消するため、2千万円の増資を

行う予定である。

　 　

　 １．合併の目的

　

当社のビジネスソリューションズ・カンパニーが担当するビジネスユース向け事業は、将来的に当社グループ

の収益の柱として成長させるべき事業の一つである。関連事業を抱える子会社と当社の情報機器事業とが有機的

な統合を図り、それに伴い発生する新しい事業への積極的な投資を速やかに実現するため、平成18年4月1日をも

って、100％子会社であるティアック電子計測株式会社を吸収合併することにより、今後の事業展開をより確実

なものとしていく。

　 　

　 ２．ティアック電子計測株式会社との合併の要旨

　 　

　 (１)合併の日程

　 　　　　合併契約書承認取締役会　　　　平成17年12月16日

　 　　　　合併契約書調印　　　　　　　　平成17年12月16日

　 　　　　合併契約書承認株主総会　　　　当社　　　　　　　　　　　　　 開催しない。（注)

　 　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 ティアック電子計測株式会社　　 平成18年１月５日（予定）

　 　　　　合 併 期 日　　　　　　　　 平成18年４月１日（予定）

　 　　 　 合 併 登 記　　　　　　　　 平成18年４月３日（予定）

　 (注）本合併は、商法第413条ノ3の規定により、当社においては合併契約書に関する株主総会の承認を得るこ
　　　となく行うものである。

　 　

　 (２)合併方式

　 　当社を存続会社とする吸収合併方式で、ティアック電子計測株式会社は解散する。

　 　

　 (３)合併比率

　
　当社は、ティアック電子計測株式会社の発行済株式の全部を有するので、合併に際して新株式は発行しな

　い。

　 　

　 (４)合併交付金

　 　合併交付金の支払いはない。
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３．合併当事会社の概要

　 （平成17年9月30日現在）

（１）商　　　　　号
ティアック株式会社 ティアック電子計測株式会社

（合併会社） （被合併会社）

（２）事　業　内　容 電子・電気機器等の開発・製造・販売 計測機器等の製造・販売

（３）設 立 年 月 日 昭和28年8月26日 昭和60年2月8日

（４）本 店 所 在 地 東京都武蔵野市中町三丁目7番3号 神奈川県川崎市中原区今井上町83番地

（５）代 　 表 　 者 代表取締役社長　坂井 淑晃 代表取締役社長　川村 和彦

（６）資 　 本　 金 5,773百万円   90百万円

（７）発行済株式総数
271,317,134株

1,800株
(内、優先株式80,000,000株)

（８）株　主　資　本　  6,034百万円 △19百万円

（９）総　　資　　産 40,427百万円  903百万円

（10）決　　算　　期 3月31日 3月31日

（11）従　業　員　数 462名 75名

（12）主 要 取 引 先

＜販売先＞ ＜販売先＞ 　 　

㈱東芝 日産自動車㈱ 　

富士通㈱ 警察庁 　 　

㈱日立製作所 　 　 　

＜仕入先＞ ＜仕入先＞ 　 　

千代田電子機器㈱ ㈱デジテックス研究所

三信電気㈱ ユニパルス㈱

㈱カナデン 　 　 　

（13）大株主及び持株比率

＜普通株式＞ ティアック㈱　  　 　 　　　 100％
フェニックス・キャピタル・パートナー
ズ・ワン投資事業組合 　　　　 62.72% 　 　 　

㈱みずほコーポレート銀行 　  1.79% 　 　 　

㈱東京三菱銀行 　　　　 　 　1.79% 　 　 　

明治安田生命保険相互会社　   1.23% 　 　 　

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 　 　 　

(信託口) 1.07% 　 　 　

＜優先株式＞ 　 　 　
フェニックス・キャピタル・パートナー
ズ・ワン投資事業組合　 　  　 100% 　 　 　

（14）主要取引銀行

㈱東京三菱銀行 ㈱みずほ銀行

㈱みずほコーポレート銀行 ㈱東京三菱銀行

三菱UFJ信託銀行㈱ 　

（15）当事会社の関係

資本関係 当社はティアック電子計測株式会社の発行済株式の100％を保有してい
る。

人的関係 ティアック電子計測株式会社の役員のうち、当社との兼務役員は1名で
ある。

取引関係 なし 　 　 　 　
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(16)最近3期決算期間の業績 　 　

　

ティアック株式会社 ティアック電子計測株式会社

（合併会社） （被合併会社）

決算期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期

売上高 (百万円) 115,613 100,711 79,267 1,813 1,949 2,079

営業利益 (百万円) 215 1,478 △3,630 19 △8 21

経常利益 (百万円) △2,246 1,201 △6,862 19 △22 7

当期純利益 (百万円) △965 △774 △22,276 15 △17 △39

１株当たり当期純利益(円) △13.55 △10.90 △310.71 8,430.94 △9,734.84 △21,929.51

１株当たり配当金 (円) 0 0 0 0 0 0

１株当たり株主資本 (円) 259.09 249.27 7.29 100,595.07 90,860.23 68,930.72
　 　 　 　 　 　 　 　 　

４．合併後の状況

（１）商　　号 ティアック株式会社

（２）事業内容 電子・電気機器等の開発・製造・販売

（３）本店所在地 東京都武蔵野市中町三丁目7番3号 　 　

（４）代　表　者 代表取締役社長 坂井淑晃

（５）資　本　金 5,773百万円（合併による資本金の増加はない。）

（６）総　資　産 合併による総資産への影響は軽微である。

（７）決　算　期 3月31日 　 　 　 　 　

　

　 Ⅱ　当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　     該当事項はありません。
　
　 Ⅲ　前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）
　 当社は、100%子会社であるティアック電子計測株式会社を、平成18年4月1日を合併期日として当社に吸収合

併した。

　 (１)合併期日

　 　　　 平成18年４月１日

　 　

　 (２)合併方式

　 　当社を存続会社とする吸収合併方式で、ティアック電子計測株式会社を解散する。

　 　

　 (３)合併比率

　 当社は、ティアック電子計測株式会社の発行済株式の全部を有するので、合併に際して新株式は発行しない。

　 　

　 (４)合併交付金

　 　合併交付金の支払いはない。

　 　

　 (５)被合併会社の概要

　 ①事業内容

　 計測機器の製造販売

　 ②売上高(平成18年3月期)

　 1,936百万円

　 ③当期純損失(平成18年3月期)

　 84百万円

　 ④総資産(平成18年3月期)

　 1,205百万円

　 ⑤株主資本(平成18年3月期)

　 100百万円

　 ⑥従業員数(平成18年3月期)

　 　 56名
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